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目標 指　　標 現状値
２２
年度

２３
年度

２４
年度

２５
年度

２６
年度

計画期間中の
目標値

1
あらゆる暴
力・暴言の
根絶

過去２年間に配偶者等
から暴力を受けた人の
うち、警察・公共機関
に相談した人の割合
（男女共同参画に関す
る意識・意向調査）

平成20年度
11.6％

＿ 調査
平成２５年度

30％

2
生涯を通じ
た心と体の
健康支援

過去１年間に健康診断
を受けた人の割合（男
女共同参画に関する意
識・意向調査）

平成20年度
男性80.1％
女性71.5％

＿ 調査

平成２５年度
男女とも

100％に近づ
ける

1
仕事と家庭
生活の両立

「とうきょう次世代サ
ポート企業」に登録し
ている北区の事業数

平成21年度
２４社

 30社
平成２６年度

　80社

2

子育てや介
護を安心し
て行うため
の環境整備

保育サービス（保育
所、認証保育所、保育
室、家庭福祉員）の定
員数（北区保育計画）

平成21年
4月1日
５，１２８
人

5,335人
平成２６年
４月１日

５，７９３人

3

働く場にお
ける男女共
同参画の推
進

子育て支援制度の利用
促進に取組んでいる企
業（北区次世代育成支
援行動計画策定のため
のアンケート）

平成20年度
取組んでい
る52.9％

＿ 調査
平成２６年度

60％

1

あらゆる学
びの場を通
じた男女共
同参画意識
の形成

｢男は仕事、女は家庭」
と思わない人の割合
（男女共同参画に関す
る意識・意向調査）

平成20年度
49％

＿ 調査
平成２５年度

60％

2

政策・方針
決定過程へ
の男女共同
参画の推進

審議会等の女性委員の
割合

平成20年
４月１日
26.9％

25.9%
平成２６年度

40％

3

日常生活に
おける男女
共同参画の
推進

男女共同参画条例、男
女共同参画センターの
認知度（男女共同参画
に関する意識・意向調
査）

平成20年度
条例18.6％
センター
15.4％

＿ 調査
平成２５年度

条例60％
センター60％

２．課題ごとの数値目標一覧

1

2

3

課　　題
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３．アゼリアプラン事業実績一覧

目標１　人権を尊重し健康な生活を実現する地域社会

課題１　あらゆる暴力・暴言の根絶

施策の
方向

取組
No.

取り組み
事業
No.

事業名 実績
評
価

男女共同参
画配慮度 所管課

1 DV防止区民啓発講座
北区さんかく大学において「ＤＶ～夫
婦なのに恋人なのになぜ？」を開催。
参加者26名（男性3名・女性23名）

Ｂ
十分に配
慮した

男女共同
参画推進
課

2
パンフレット・情報誌
作成（DV防止啓発）

ＤＶ防止に関するパンフレット（ＤＶ
カード）を北とぴあ等の女性用トイレ
に設置。情報誌「ゆうレポート」№20
でＤＶ特集を実施。

Ｂ
十分に配
慮した

男女共同
参画推進
課

2
加害者対策の研
究

3
東京都・ＮＰＯ等との
連携（DV加害者対
策）

未実施 Ｄ －
男女共同
参画推進
課

評価段階

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

―

評価段階

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

―

20

事業を行わなかった

事業完了、隔年実施、実施準備中などの理由により評価できない

【男女共同参画推進課の事業についての評価】

評価内容
適切に実施されている

実施されているが、さらに充実が求められる

実施されているが、十分でない

男女共同参画の推進に直接的・間接的に効果をあげている

男女共同参画の推進に直接的・間接的に効果をあげているが、実施方
法等によってはさらに効果をあげることが見込まれる

男女共同参画の推進に直接的・間接的にある程度効果をあげている
が、実施方法等を工夫し、さらに効果をあげることが求められる

事業を行わなかった

事業完了、隔年実施、実施準備中などの理由により評価できない

DVの
防止

1
被害者・加害者
を生まない意識
づくり

【各欄の見方】

評価内容

【各課の事業についての評価】

〈事業単位の評価方法〉

第４次アゼリアプラン課題

第４次アゼリアプラン目標

第４次アゼリアプラン施策の

方向・取り組み・個別事業

平成２２年度事業実績

事業単位の

男女共同参画配慮度

十分に配慮した

～配慮が不十分だった

－･････配慮度チェック

未実施

①各取組の中から１～２事業を選定している

・年度ごとの重点取組に該当する事業

・プランの数値目標達成に直接的に影響する

事業

・継続性が見込まれる事業

②上記以外の事業は斜線（/）としている



  目標１ 人権を尊重し健康な生活を実現する地域社会

課題１　あらゆる暴力・暴言の根絶

施策の
方向

取組
No. 取り組み

事業
No. 事業名 実績 評価

男女共同
参画配慮

度
所管課

1 DV防止区民啓発講座
北区さんかく大学において「ＤＶ～夫婦
なのに恋人なのになぜ？」を開催。参加
者26名（男性3名・女性23名）

Ｂ
十分に配
慮した

男女共同参画
推進課

2
パンフレット・情報誌
作成（DV防止啓発）

ＤＶ防止に関するパンフレット（ＤＶ
カード）を北とぴあ等の女性用トイレに
設置。情報誌「ゆうレポート」№20で
ＤＶ特集を実施。

Ｂ
十分に配
慮した

男女共同参画
推進課

2 加害者対策の研究 3
東京都・ＮＰＯ等との
連携（DV加害者対策）

未実施 Ｄ －
男女共同参画
推進課

4
相談体制の充実と支援
（母子・婦人相談の実
施）

母子・婦人相談の実施。相談者数1,894
名

Ａ
十分に配
慮した

生活福祉課

5
こころと生き方・DV相
談（女性相談・男性相
談）

女性の抱えている問題や悩みについて専
門家が相談を受け、問題解決に向けての
助言・指導等を行った。相談者数593
名

Ｂ
十分に配
慮した

男女共同参画
推進課

6 DV被害者同行支援 制度実施に向けて検討
男女共同参画
推進課

7 グループミーティング
毎月2回専門相談員同席のもとグループ
ミーティングを行った。

男女共同参画
推進課

4 緊急一時保護 8 母子緊急一時保護事業 一時保護件数31件 Ａ
十分に配
慮した

生活福祉課

9
配偶者からの暴力防止
連絡協議会

1回開催。協議会委員14名（男性12
名・女性2名）

Ａ
十分に配
慮した

男女共同参画
推進課

10
NPOとの連携（外国籍
被害者対応）

未実施
男女共同参画
推進課

6
配偶者暴力防止計
画の策定

11
配偶者暴力防止計画の
策定検討（配偶者暴力
相談支援センター設置

検討未実施 Ｄ －
男女共同参画
推進課

12 高齢者虐待防止推進事業
13地域包括支援センターに寄せられた
虐待相談件数1,704件

高齢福祉課

13 児童虐待防止対策の推進

要保護児童対策地域協議会　4回開催
代表者会議構成員17名（男性13名・女
性４名）、実務者会議構成員20名（男
性10名・女性10名）

Ａ
十分に配
慮した

児童虐待対策
担当課

14
高齢者虐待防止セン
ター心の相談室

高齢者本人および家族等が抱える介護等
に関する悩みに対し臨床心理士による専
門相談、相談者数134名（男性7名・女
性127名）

Ａ
十分に配
慮した

高齢福祉課

15 子どもの発達相談（再掲） 29-70参照 子育て支援課

16 子育て相談事業（再掲） 29-71参照 子育て支援課

17
職員に対する研修（児
童虐待・高齢者虐待防
止）

児童虐待防止に関する研修参加者40名
（男性9名・女性31名）、高齢者虐待
防止に関する研修参加者209名、なお
研修という機会にかぎらず虐待防止に関
する確認は日常業務や職員会議の中で絶
えず行っている。

高齢福祉課
障害者福祉セ
ンター
子育て支援課
保育課
男女共同参画
推進課

18
情報誌・パンフレッ
ト・講座による啓発
（セクハラ・パワハラ

未実施 Ｄ －
男女共同参画
推進課

19
男女共同参画苦情解決
委員会制度の周知

1回開催。委員会委員3名（男性1名・
女性２名）

男女共同参画
推進課

20
講座・パンフレット・
情報誌による啓発（メ
ディアリテラシー）

区民団体とのパートナーシップ事業とし
て、講座（影絵アニメ）を実施。

Ｃ
十分に配
慮した

男女共同参画
推進課

21
メディアリテラシーの
育成

全中学校12校で、技術・家庭の授業等
で学習、全小学校38校で総合的な学習
の時間等で適宜指導、区内小・中学校の
情報教育主任(各校1名計50名）を対象
に研修を実施

教育指導課

22 ＩＣＴ活用研修
ＩＣＴ教材作成・活用研修他延べ参加者
186名

教育指導課

セクハ
ラ・パワ
ハラの防
止

メディ
アによ
る人権
侵害の
防止

9
セクハラ・パワハ
ラの理解と対策の
啓発

メディアの持つ特
性の理解促進

10

7
早期発見と関係機
関の連携強化

児童虐
待・高
齢者虐
待の防
止

8
虐待を生まない環
境づくり

1
被害者・加害者を
生まない意識づく
りDVの防

止

相談体
制の整
備と自
立支援

5 関係機関の連携

3
ＤＶの相談の充実
と自立支援

21



目標１ 人権を尊重し健康な生活を実現する地域社会

課題２　生涯を通じた心と体の健康支援

施策の
方向

取組
No. 取り組み

事業
No. 事業名 実績 評価

男女共同
参画配慮

度
所管課

11 妊産婦健診の充実 23 妊産婦健診事業

①妊婦健康診査受診者数29,746名、
②里帰り出産妊婦健康診査等助成金
671件、③産婦健康診査受診者数
2,421件、④妊婦歯科健康診査受診者数
441名

Ａ
十分に配
慮した

健康いきがい課

24

妊産婦保健相談事業
（パパになるための半
日コース・ママパパ学
級・マタニティクッキ

グ）

①パパになるための半日コース・ママパ
パ学級参加者2,115名、②新婚さん・マ
タニティクッキング参加者95名

Ａ
十分に配
慮した

健康いきがい課

25 子育て福袋の配布

母子健康手帳の交付時に、子育て支援情
報や関係施設の案内冊子等の入った、
「子育て福袋」を配付する。配布数
2,860個

子育て支援課

26
妊産婦保健相談事業
（妊産婦訪問指導）

保健師および助産師が家庭を訪問し、各
自の生活に沿った指導助言をしている。
妊婦19名、産婦2,101名、赤ちゃん
2,083名

Ａ
十分に配
慮した

健康いきがい課

27

子ども家庭在宅サービ
ス事業（産前産後支
援・育児支援ヘル
パー）

産前産後又は育児中の体調不良のため家
事又は育児が困難な家庭にヘルパーを派
遣する。利用者308名

子育て支援課

28
特定健康診査・特定保
健指導

医療保険者に対し、メタボリックシンド
ロームに着目した特定健康診査・特定保
健指導の実施。受診者数28,234名（男
性11,091名・女性17,143名）

国保年金課

29
健康増進健診・社保等
被保険者特定健診レベ
ルアップ

健康増進健診受診者1,595名（男性
733名・女性862名）、社保等被保険
者特定健診レベルアップ受診者1,821名
（男性379名・女性1,442名）

健康いきがい課

30 乳がん検診
乳がん検診・女性特有のがん検診受診者
4,492名（女性のみ）

健康いきがい課

31 子宮がん検診
子宮がん検診・女性特有のがん検診受診
者6,509名（女性のみ）

Ａ
十分に配
慮した

健康いきがい課

32 骨粗しょう症検診 骨粗しょう症検診受診者2,864名（女性のみ） 健康いきがい課

33
北区健康づくり応援団
事業

健康づくりグループや北区さくら体操指
導員、北区楽しい食の推進員等、区民の
主体的な健康づくりを応援する人材・団
体を育成、区民全体の健康づくり意欲を
高める。

健康いきがい課

34
血液さらさら・脱メタ
ボ事業

生活習慣病予防、メタボリックシンド
ロームの予防対策として、筋力アップ体
操教室やウォーキング講座、脱メタボ講
演会等を展開することで、区民が、自ら
の健康を自らで管理できるよう支援。

健康いきがい課

35 健康づくり推進店制度
区内の飲食店等の協力を得て、食を通じ
た健康づくりを推進している。登録店舗
数101店舗

Ａ
十分に配
慮した

保健予防課

36 女性の健康支援事業
女性の健康相談652名、乳がん予防啓
発講演会参加者61名、乳がん自己触診
法講習受講者2,931名

Ａ
十分に配
慮した

健康いきがい課

37
情報誌・講座による情
報提供（女性特有の疾
病の予防・早期発見）

男女共同参画センター内にてピンクリボ
ンの啓発活動を行った。

Ｃ
十分に配
慮した

男女共同参画
推進課

38 保健相談事業

①たばこサヨナラ教室、区内中学生対象
講演1,705名、相談41名、講演会参加
者46名、②栄養指導（栄養教室・講習
会）参加者716名

健康いきがい課

39 精神保健相談の実施

一般区民や精神障害者とその家族を対象
に、専門医や保健師が精神保健相談及び
訪問保健指導を実施するとともに、精神
障害に対する啓発講演会等を開催する。

Ａ
十分に配
慮した

障害福祉課

40
こころと生き方・DV相
談（再掲）

3－5参照 － －
男女共同参画
推進課

41
エイズ・性感染症の予
防啓発及び相談・検査
体制の実施

エイズ・性感染症について学び、予防啓
発のための活動を行う。区内の９つの高
校３年生に対して、２種類のリーフレッ
トを配布。

Ａ
十分に配
慮した

保健予防課

42
人権を尊重する性教育
の実施

各小中学校の道徳及び保健体育の授業に
おいて、学習指導要領に沿った指導を学
年ごとに行っている。

教育指導課

43
国・東京都への要望
（医療体制の充実）

国や東京都など関係機関へ、医療の地域
的な偏在の解消を要望

健康福祉課

44
国・東京都への要望
（医療体制の充実）

国や東京都など関係機関へ、医療の地域
的な偏在の解消を要望

Ａ
男女共同参画
推進課

健康づ
くりへ
の支援

14
区民健診の受診促
進

健康に
安心し
て生活
するた
めの支
援

16
性差を考慮した情
報提供

17
からだと心の健康
の保持

18
エイズや感染症な
どの情報提供

19 医療体制の充実

15
健康増進のための
支援

妊娠・
出産期
におけ
る支援

12
情報提供と男性の
理解促進

13 出産後のケア

22











目標３　男女があらゆる分野で学び参画する地域社会

課題１　あらゆる学びの場を通じた男女共同参画意識の形成

施策の
方向

取組
No. 取り組み

事業
No. 事業名 実績 評価

男女共同
参画配慮度 所管課

40
教職員等への研修
の充実

89
学校・幼稚園の教職員に
対する人権研修

人権教育研修の実施、参加者33名。北
区人権教育推進だよりの発行。人権推進
委員会9名（男性7名・女性2名）

Ａ
十分に配
慮した

男女共同参画
推進課
教育指導課

90
固定的役割分担にとらわ
れない保育活動

日常生活での配慮を行っているほか、行
事においても固定的役割にとらわれない
よう配慮している。

Ｂ
十分に配
慮した

保育課

91
保育施設における男女混
合名簿の活用

ほぼ全保育施設において実施済 保育課

92
男女平等観を育む学習内
容の充実

各小中学校の道徳の授業において、学習
指導要領に沿った指導を学年ごとに行っ
ている。

教育指導課

93
北区教育広報誌「くお
ん」の発行

年4回発行、各45,000部、全戸回覧
（町会・自治会依頼）、幼稚園・保育
園・小中学校生徒を通じて各家庭に配布

Ａ
十分に配
慮した

教育政策課

42
固定的性別役割分
担にとらわれない
キャリア教育

94
中学生・高校生のための
職業教育キャラバン事業

従来女性の進出が少ない職業分野で活躍
している女性を中学校、高等学校に派
遣、講演会などを行い、職域拡大に向け
た支援をおこなっている。区立中学校２
校2講演実施

Ａ
十分に配
慮した

男女共同参画
推進課

43 相談体制の充実 95
スクールカウンセラー活
用事業

スクールカウンセラー（男性２名・女性
8名）を幼・小中学校に配置（週1回程
度派遣）。相談件数22,505件

Ａ
十分に配
慮した

教育指導課

96
男女共同参画センターに
おける男性向け講座、親
子・家族向け講座

「パパは世界で一番すてきな仕事！」と
題し、1歳以上3歳未満の子どもとその
父親を対象に講座を実施。また仕事と家
事の両立支援を目的とした「共働き子育
てナビ」などの講座を実施。参加者174
名（男性84名・女性90名）

男女共同参画
推進課

97 男女共同参画条例の周知

情報誌「ゆうレポート」内での関連記事
の掲載（ゆうレポート№19）や、セン
ター内においてパネル展示などで広くＰ
Ｒした。各講座参加者へ条例パンフレッ
トを配付。講座参加者854名

Ｂ
十分に配
慮した

男女共同参画
推進課

98 家族ふれあいの日事業

１９の各青少年地区委員会で実施。第3
土、日曜日を「家族ふれあいの日」と
し、この日を中心に各地域で家族参加型
の行事を実施。参加者121,122名

子育て支援課

99

講座・情報誌による啓発
（親子で考える携帯電
話・インターネット利用
など）

パートナーシップ事業「キモチが伝わる
コミュニケーション」を実施。参加者
24名（男性4名・女性20名）

男女共同参画推進課

100 家庭教育学級

家庭教育学級：乳児（2講座）、幼児
（2講座）、小学生（4講座）、中学
生、夜間、父親、入園準備の全12コー
ス、参加者722名（男性61名・女性
661名）

Ａ
十分に配
慮した

生涯学習・ス
ポーツ振興課

46
家族で訪れる場で
の情報提供

101
図書館における特設コー
ナーの設置

中央・滝野川・赤羽図書館において、男
女共同に即した図書資料の展示コーナー
を年に１回（１ヶ月間）行っている。

Ｂ
十分に配
慮した

男女共同参画
推進課
中央図書館

地域におけ
る男女共同
参画意識の
形成

47
町会自治会など地
域団体への啓発

102
出前講座での地域団体勉
強会への意識啓発

区内の団体を対象に、希望を受け、男女
共同参画に関するテーマに基づいた講座
を出前形式で実施。3団体参加者50名
（男性9名・女性41名）

Ｃ
十分に配
慮した

男女共同参画
推進課
地域振興課

育ちの
場にお
ける男
女共同
参画意
識の形
成の場

41
子どもへの意識啓
発

家庭に
おける
男女共
同参画
意識の
形成

44
幅広い区民への男
女共同参画の啓発

45
子どもの心を育む
家庭教育の推進

27



目標３　男女があらゆる分野で学び参画する地域社会

課題２　施策・方針決定過程への男女共同参画の推進

施策の
方向

取組
No. 取り組み

事業
No. 事業名 実績 評価

男女共同
参画配慮度 所管課

103
各課に対する審議会への
女性委員登用の呼びかけ

各課への調査をする際、アゼリアプラン
の課題や取り組み例を示し、現在の参画
状況を数値やグラフ等により具体的に示
し審議会への女性委員の登用を呼びかけ
た。審議会委員の女性比率25.9％

Ｃ
十分に配
慮した

男女共同参画
推進課

104
各課に対する審議会への
公募制採用の呼びかけ

各課への調査をする際、審議会等には可
能な限り一般公募による委員を登用する
ことと、男女共同参画推進のため、積極
的な女性委員の登用を図ることを通知し
ている。公募委員のいる審議会比率
14.9％

企画課

49

町会自治会、ＰＴ
Ａ等地域団体の
リーダーへの女性
の参画

105

出前講座・情報誌での地
域団体への意識啓発
（リーダーへの女性の登
用）

地域団体のリーダーへの女性登用につい
て、地域団体の学習会への出前講座や情
報誌を活用して、意識啓発を図る。町
会・自治会会長職女性比率6.1％・副会
長職21.2％・合計17.8％、ＰＴＡ
（幼・小・中）会長職26.7％・副会長
職91.3％・合計72.8％

Ｄ －
男女共同参画
推進課

50
女性の視点を取り
入れた計画の策定 106

地域防災計画修正に向け
た女性の視点からの意見
の反映

平成２５年度に予定している東京都北区
地域防災計画の修正に向けて、女性の視
点からの意見を取り入れ計画に反映させ
る。
平成２３年度から検討実施。

－ － 防災課

51
活躍する女性の情
報提供

107
情報誌・講座による意識
啓発（活躍する女性の紹
介等）

情報誌「ゆうレポート」において、区内
外、各分野で活躍している女性を紹介し
たり、各講座での講師として招聘するな
どして、情報提供を心掛ける。　「ゆう
レポート№20、21」において、活躍女
性を掲載・紹介

Ｂ
十分に配
慮した

男女共同参画
推進課

52
女性の昇進試験受
験促進

108 昇任試験勉強会

区管理職について現職者による受験のサ
ポートを行うなど、女性職員の受験の促
進を図る。管理職選考合格者5名（男性
４名・女性１名）

Ａ
十分に配
慮した

職員課

53

固定的性別役割分
担にとらわれない
多様な職種への採
用

109 男女差のない任用

区の保育士、技術職などについて、固定
的性別役割分担にとらわれない採用をす
すめる。22年度採用者76名（男性27
名・女性49名）

Ａ
十分に配
慮した

職員課

政策・
方針決
定の場
への参
画促進

48
審議会等への女性
の参画推進

管理・
監督者
への登
用と職
域の拡
大

28



目標３　男女があらゆる分野で学び参画する地域社会

課題３　日常生活における男女共同参画の推進

施策の
方向

取組
No. 取り組み

事業
No. 事業名 実績 評価

男女共同
参画配慮度 所管課

54
男女共同参画を身
近に感じる広報 110 情報誌の発行

情報誌「ゆうレポート」を年3回発行
（6月・10月・2月・各6000部）、区
内各施設、各駅スタンド等各関係機関へ
配付

Ａ
十分に配
慮した

男女共同参画
推進課

55
男女共同参画に関
するデータの収集 111

（仮称）男女共同参画
データブックの作成

作成未実施 Ｄ －
男女共同参画
推進課

112
男女の生活向上のための
講座（料理・家事、消費
生活、年金・保険等）

講座未実施 Ｄ －
男女共同参画
推進課

113
男女の生活向上のための
講座（料理・家事、消費
生活、年金・保険等）

第106期北区区民大学 「ゼロから学ぶ
食と健康」参加者40名（男性7名・女性
33名）

生涯学習・ス
ポーツ振興課

57
男女の地域活動へ
の参加促進

114 団塊世代対象講座

男女共同参画週間で「寸劇＆トーク地域
デビューのススメ」を開催。パートナー
シップ事業として、「さあ定年。地域で
つくろう新しい仲間」を開催。参加者
79名（男性23名・女性56名）

Ａ
十分に配
慮した

男女共同参画
推進課

58
団体・グループ活
動の支援と交流促
進

115 登録団体交流会

異なる分野で活躍する団体がそれぞれの
団体の特色を活かしながら、活動を拡大
できるよう、情報交換や交流の場を提
供。交流会参加者44名（男性4名・女性
40名）

Ａ
十分に配
慮した

男女共同参画
推進課

59
異なる国籍の区民
の交流促進と情報
提供

116 外国人対象の交流事業 事業未実施 Ｄ －
男女共同参画
推進課

身近な
生活場
面にお
ける男
女共同
参画

多様な区民
の相互理解
促進とネッ
トワークの
拡大

男女が
ともに
自立し
生活す
るため
の支援

56
男女の生活自立の
促進

29



計画を推進するためのしくみ

課題１　区の推進体制の充実

施策の
方向

取組
No. 取り組み

事業
No. 事業名 実績 評価

男女共同
参画配慮

度
所管課

60
職員の意識調査の
実施

117 職員対象の意識調査 調査未実施 － －
男女共同参画
推進課

61 職員研修の充実 118 職員研修

係長研修Ⅰ（係長職昇任時）の「セク
シュアルハラスメント防止研修」実施、
参加者31名（男性16名・女性15名）。
経営改革セミナーの一般として、ワー
ク・ライフ・バランスの実現について研
修を実施、参加者51名（男性34名・女
性17名）

Ａ
十分に
配慮し

た

男女共同参画
推進課
職員課

62
計画の評価システ
ムの運用

119
（仮称）アゼリアプラ
ン事業実績報告の作成

新しい評価方法についての検討を行っ
た。

－ －
男女共同参画
推進課

63
定期的な区民意識
調査の実施

120
男女共同参画に関する
意識・意向調査

調査未実施（平成25年度に実施予定） － －
男女共同参画
推進課

121
男女共同参画センター
各種講座

男女共同参画週間、北区さんかく大学
（子育てがラクになる女性学講座、支え
あう家族と隣人）、再就職支援講座ほ
か、さまざまな講座を実施した。参加者
1,113名（男性152名・女性961名）

Ｂ
十分に
配慮し

た

男女共同参画
推進課

122
有償ボランティア・保
育ボランティアの活用

講座実施の際の手伝い・保育、スペース
ゆう６階の受付で有償ボランティアを活
用した。ボランティア参加者数２３２名
（男性2名・女性230名）

男女共同参画
推進課

123
男女共同参画センター
情報コーナーの充実

男女共同参画に関する図書・行政資料・
雑誌・ビデオ等の閲覧と貸し出しを行
う。図書を借りた人569名・図書貸出総
数831冊

Ｂ
十分に
配慮し

た

男女共同参画
推進課

124
情報誌・ホームページ
の内容充実

情報誌「ゆうレポート」を年３回発行、
講座・審議会の議事録等は、北区ホーム
ページに掲載している。情報誌「ゆうレ
ポート」の発行、年3回各6,000部

男女共同参画
推進課

125
講座受講者へのアン
ケート実施

男女共同参画センターで実施する講座に
ついては、すべて受講者へのアンケート
を実施した。アンケート結果について
は、今後の講座等の企画に活用してい
る。参加者数1,113名（男性152名・女
性961名）

男女共同参画
推進課

126
講座修了生の自主グ
ループ活動支援

センターの事業をきっかけとして出会っ
た方々が、学習を継続し自主的に活動し
ていけるように、団体活動の始めの一歩
をセンター職員が支援し、地域に根ざし
た団体を育成している。自主グループ参
加者226名

Ｂ
十分に
配慮し

た

男女共同参画
推進課

職員の
意識啓
発

計画の
進捗管
理

拠点施
設の機
能強化

64
幅広い区民参加の
促進

65
情報発信機能の強
化

66 区民ニーズの発見

30



計画を推進するためのしくみ

課題２　区民、関係機関等との連携

施策の
方向

取組
No. 取り組み

事業
No. 事業名 実績 評価

男女共同
参画配慮

度
所管課

127
地域スタッフとの協働
事業

男女共同参画週間事業等に多くの区民の
参画・協力を得ることを目的に地域ス
タッフ会議を運営し、地域スタッフとの
協働を図っている。参画週間・さんかく
大学（後期）参加者372名（男性43
名・女性329名）、地域スタッフ14名
（男性2名・女性12名）

Ａ
十分に
配慮し

た

男女共同参画
推進課

128 パートナーシップ事業

男女共同参画社会を推進するために、セ
ンター登録団体などが企画及び運営する
事業に対して、会場提供及び広報協力な
どを行う、区民との協働事業を実施して
いる。平成２２年度は７事業を実施し
た。参加者350名（男性49名・女性
301名）

男女共同参画
推進課

68
情報発信など協力
店舗の確保

129
情報提供のための協力
店舗の確保

協力店舗制度の実施実績なし Ｄ －
男女共同参画
推進課
産業振興課

69
地域の企業との意
見交換会や共同事
業の推進

130
企業との意見交換会、
企業向け講座・セミ
ナーの開催

企業向け講座未実施 Ｄ －
男女共同参画
推進課

70
関係機関・地域団
体、ＮＰＯなどと
の課題解決

131
関係団体・地域団体・
NPOとの連携

北区男女共同参画推進ネットワークとの
共催で、「ねっとわーくまつり」を、地
域で暮らすＤＶ被害者と子どもを支援す
る会との共催で「大人も子どもも共に安
全で健康に生きるためのプログラム２０
１0」を開催した。同プログラム参加者
156名（男性18名・女性138名）

Ａ
十分に
配慮し

た

男女共同参画
推進課

区民との協働事業
の推進

区民、
関係機
関等と
の連携

67

31
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４．男女共同参画配慮度チェック 

  
 

アゼリアプランに定める取組の中から、男女共同参画の浸透状況をはかるのに適した事業に

ついて、チェックリストを使用して、それぞれに計画・立案、実施、結果の各段階で男女共同

参画の配慮について、９項目の内容で調査しました。 

各所管課が男女共同参画配慮調査票に基づきチェックを行った結果は次のとおりです。 

 

（１）項目別該当数 

 ８０事業中、対象５９チェックシートについての集計です。 

※複数課で取り組む事業（５事業）あり 

 
項目 項 目 内 容 できた できなかった 非該当

１ 
事業の企画・立案にあたり、女性・男性双方（区民又は

職員）の意見を聞き、女性と男性の視点が事業に盛り込

まれるようにした。 

 

５３ 

 

 

０ 

 

６ 

２ 
男の役割・女の役割という固定的な性別役割分担意識に

とらわれない内容にした。 
５８ ０ １ 

３ 
女性・男性双方が参加または利用しやすくなるよう工夫

した。 
４６ ０ １３ 

４ 
パンフレット・チラシや申請書の文章、イラストについ

て、性別にとらわれない表現とするよう配慮した。 
５６ ０ ３ 

５ 

区民や職員に対し、性別役割分担を前提にした対応を行

わないように、女性・男性いずれに対しても同様の態度

で対応するようにした。 

５８ ０ １ 

６ 
性に起因する問題や安全・健康面等に配慮する必要があ

った場合、事業を実施する者の性別に配慮した。 
２４ ０ ３５ 

７ 
事業の対象となる女性・男性双方にサービスが及んだ。

４１ ０ １８ 

８ 
事業を評価するために必要な男女別の実績データが存在

する。 
２３ １０ ２６ 

９ 
事業を実施する者が、事業進行中男女共同参画を配慮・

推進していた。 
５８ ０ １ 

                  
 
（２）総合的な男女共同参画配慮度状況（８０事業） 

配慮した項目の割合 

配慮した数÷（９－非該当） 

男女共同参画配慮度への評価 事業数 

２/３超 十分に配慮した ５９ 

１/３超２/３以下 ある程度の配慮をした ０ 

１/３以下 配慮が不十分だった ０ 

  非該当（※） ― ２１ 

      計  ８０ 

※非該当事業･････未実施事業、配慮度チェックに適さないと思われる事業 
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●男女共同参画に配慮した具体的内容 

 
１ 事業の企画・立案にあたり、女性・男性双方（区民又は職員）の意見を聞き、女性と男性の

視点が事業に盛り込まれるようにした。 

【目標１】 

（№35／健康づくり推進店制度／保健予防課） 

・平成１１年から開始した事業なのでその当時のことは分からないが、健康づくり推進店普及サポータ 

ーを育成することは課内の意見を聞き合意のもとで行った。 

【目標２】 

（№77／留守家庭児童対策事業（学童クラブの充実）／子育て支援課） 

・パンフレットや北区ニュースの原稿作成時に、女性と男性の視点が反映されるように、女性職員と男 

性職員の双方の意見を聞きながら作成した。 

【目標３】 

（№93／北区教育広報誌「くおん」の発行／教育政策課） 

・広報紙の制作については、「くおん」編集委員会を設置している。編集委員会では、女性・男性双方 

の意見を聞くことができるよう、編集委員のバランスに配慮した。 

【計画を推進するためのしくみ】 

（№123／男女共同参画センター情報コーナーの充実／男女共同参画推進課） 

・男女共同参画の視点で、女性・男性職員が図書の選定を行っている。 

 

 

２ 男の役割・女の役割という固定的な性別役割分担意識にとらわれない内容にした。 
 

【目標１】 

（№14／高齢者虐待防止センター心の相談室／高齢福祉課） 

・悩み事を抱える方々の相談に応じる事業のため、固定的な性別役割分担意識にとらわれない内容とな 

っている。 

（№24／妊産婦保健相談事業（パパになるための半日コース・ママパパ学級・マタニティクッキング）

／健康いきがい課） 

・男性参加者についても妊婦体験や赤ちゃんの入浴方法など、パートナーへの配慮や育児への参加を促

すように指導を行った。 

（№41／エイズ・性感染症の予防啓発及び相談・検査体制の実施／保健予防課） 

・妊娠、出産、中絶などの話では、女性の立場の話となるが、男性にも同じ立場になって考えてもらっ 

た。 

【目標２】 

（№60／ファミリーサポート事業／子育て支援課) 

・ファミリー家庭が、参加しやすいように保育付き講座を実施した。 

（№72／教育相談事業／教育指導課) 

・相談者が保護者の場合、「父親」「母親」によって対応を変えることなく、同様の接遇を実施している。 
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【目標３】 

（№93／北区教育広報誌「くおん」の発行／教育政策課） 

・記事中でイラストや写真を掲載する際は、性別役割分担ととられる可能性のある内容は避けるよう 

配慮した。 

（№95／スクールカウンセラー活用事業／教育指導課) 

・児童生徒のカウンセリングを行う時は、「～らしく」「～だから」と言った性別にとらわれる発言を 

しないように配慮している。 

（№100／家庭教育学級／生涯学習・スポーツ振興課） 

・主に父親を対象とし、親子参加の料理講座を開催し、父親の子育ての参加や親子のふれあい、より 

よい親子関係の形成への機会とした。 

 

３ 女性・男性双方が参加または利用しやすくなるよう工夫した。 
 

【目標１】 

（№5／こころと生き方・DV 相談（女性相談・男性相談）／男女共同参画推進課）   

・性別に関わらず、抱えている問題や悩み事を解決するための支援を実施した。月曜日、木曜日を除 

き、面接または電話による相談を行った。 

（№24／妊産婦保健相談事業（パパになるための半日コース・ママパパ学級・マタニティクッキング）

／健康いきがい課） 

・ママパパ学級は、事前申し込みを不要として参加しやすい形とし、夫婦一緒に参加しやすいよう開 

催日にも配慮した。また、パパになるための半日コースは男性の参加を促すため土日開催とした。 

（№35／健康づくり推進店制度／保健予防課） 

・誰もが栄養成分表示に興味を持って見ていただけるよう料理の写真を入れる等の工夫をした。 

（№39／精神保健相談の実施／障害福祉課) 

・相談に対応する専門医として男女の医師を雇用し、男性・女性のどちらも相談しやすい体制とした。 

（№41／エイズ・性感染症の予防啓発及び相談・検査体制の実施／保健予防課） 

・男女を問わず、学生が参加しやすい夏休みに日程を設定した。 

【目標２】 

（№60／ファミリーサポート事業／子育て支援課) 

・広報啓発講座では、土曜日に企画し男性も参加しやすいようにし、ファミリー家庭が参加しやすいよ 

うに保育付き講座を実施した。 

（№72／教育相談事業／教育指導課) 

・勤務時間によって相談できない状態を防ぐために、平成２３年度からメール相談及び土曜日相談を実 

施するための、相談体制等準備を整えた。また、メール相談及び土曜日相談実施の記載をパンフレッ 

トに盛り込んだ。 

【目標３】 

（№95／スクールカウンセラー活用事業／教育指導課) 

・カウンセリングを行う時間は、相談者と調整を行っている。 

（№101／図書館における特設コーナーの設置／中央図書館） 

・展示資料の選定にあたり、男性の育児参加に該当する資料を揃えるなど、性別に関係なくご覧いただ 

ける配慮をした。 
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【計画を推進するためのしくみ】 

（№121／男女共同参画センター各種講座／男女共同参画推進課） 

・働いている方が受講しやすいよう、土曜・日曜あるいは夜間にも講座を実施した。 

（№123／男女共同参画センター情報コーナーの充実／男女共同参画推進課） 

・情報コーナーはスペースゆう開館時間中は常時利用可能としている。 

 

４ パンフレット・チラシや申請書の文章、イラストについて、性別にとらわれない表現と 

  するよう配慮した。 

【目標１】 

（№4／相談体制の充実と支援（母子・婦人相談の実施）／生活福祉課） 

・法的・制度的に女性限定利用となっている場合は女性が対象である旨明記し、それ以外で男性も利用 

できる制度は「ひとり親」など表記を変えて行っている。 

（№14／高齢者虐待防止センター心の相談室／高齢福祉課） 

・高齢者の家族介護は女性の役割的なイラストは一切ない。 

（№24／妊産婦保健相談事業（パパになるための半日コース・ママパパ学級・マタニティクッキング）

／健康いきがい課） 

・パパになるための半日コースでは、妊婦に寄り添う男性のイラストを使用した。 

（№35／健康づくり推進店制度／保健予防課） 

・チラシの中のお店での栄養表示のイラストは、男女２名ずつ（夫婦と兄妹にみえる）にした。 

（№41／エイズ・性感染症の予防啓発及び相談・検査体制の実施／保健予防課） 

・パンフレットは市販のものを購入して配付しているが、不適切な表現がないものを使用した。 

【目標２】 

（№57／子ども家庭在宅サービス事業（ショートステイ・トワイライト）／児童虐待対策担当課） 

・一時的に子どもを養育することが困難になった具体的事例をリーフレットに掲載し、父親・母親の別 

なく利用できることを周知した。 

（№74／延長、休日、夜間、一時保育等の推進／保育課） 

・一般向けリーフレット等においても、母親だけが子どもを抱えて困っているイラスト等、性別にとら 

われてしまうような表現は行わなかった。 

（№77／留守家庭児童対策事業（学童クラブの充実）／子育て支援課） 

・学童クラブの募集ポスターのイラスト（児童）は、男児、女児両方とも描き、またランドセルの色や 

服の色についても性別にとらわれない色を使用した。 

【目標３】 

（№93／北区教育広報誌「くおん」の発行／教育政策課） 

・児童・生徒のイラストを掲載する際は、男女一方にかたよらないよう配慮した。体格についても、ほ 

ぼ同身長で描いている。 

（№95／スクールカウンセラー活用事業／教育指導課) 

・マニュアルやパンフレットの作成を検討している。 

（№100／家庭教育学級／生涯学習・スポーツ振興課） 

・募集チラシ作成にあたって、文言・イラスト等性別にとらわれない表現に配慮している。 

（№101／図書館における特設コーナーの設置／中央図書館） 

・例月の展示等においても、性別を意識した内容にすることはわずかであるが、性別にとらわれない表 

現等に配慮している。 
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５ 区民や職員に対し、性別役割分担を前提にした対応を行わないように、女性・男性いずれに

対しても同様の態度で対応するようにした。 

【目標１】 

（№13／児童虐待防止対策の推進／児童虐待対策担当課） 

・協議会の構成員や活動内容は、要綱で定められている。要綱で定められた活動にあたり、男女の役割 

分担はない。 

（№14／高齢者虐待防止センター心の相談室／高齢福祉課） 

・区民向けリーフレットには、高齢者自身、介護する家族、介護に携わるスタッフが対象であることを 

明記している。また、予約の受付の際も男女を問わず受付けている。 

（№41／エイズ・性感染症の予防啓発及び相談・検査体制の実施／保健予防課） 

・男性・女性の違いを踏まえたうえで、それぞれに応じたていねいな対応を心掛けた。 

【目標２】 

（№77／留守家庭児童対策事業（学童クラブの充実）／子育て支援課） 

・保護者対応の際にも性別役割分担を前提として対応を行わないように、配慮するよう努めている。 

【目標３】 

（№89／学校・幼稚園の教職員に対する人権研修／教育指導課) 

・研修会の講師に、男性と女性を依頼している。 

 

６ 性に起因する問題や安全・健康面等に配慮する必要があった場合、事業を実施する者の性別

に配慮した。 

【目標１】 

（№4／相談体制の充実と支援（母子・婦人相談の実施）／生活福祉課） 

（№8／母子緊急一時保護事業／生活福祉課） 

・女性相談・母子相談は性に起因する問題や本人の心象に配慮する必要があるため、専門の婦人相談員・ 

母子相談員（女性）が対応している。 

（№5／こころと生き方・DV 相談（女性相談・男性相談）／男女共同参画推進課）  

・ＤＶ被害者の女性の心情に配慮して、女性相談員が対応している。 

（№14／高齢者虐待防止センター心の相談室／高齢福祉課） 

・相談員に男女の臨床心理士を配置し、相談者が選べるよう体制を整えた。 

（№24／妊産婦保健相談事業（パパになるための半日コース・ママパパ学級・マタニティクッキング）

／健康いきがい課） 

・参加者の多くが妊婦のため、椅子に座布団を敷いたり、室温などによる体調の変化に注意を払った。 

（№31／子宮がん検診／健康いきがい課) 

・検診の問い合わせには、できるだけ担当女性職員が対応した。 

（№36／女性の健康支援事業／健康いきがい課） 

・女性の相談のため、女性の医師・相談員が対応する体制を整えた。 

（№39／精神保健相談の実施／障害福祉課) 

・相談に対応する専門医として男女の医師を雇用し、男女のどちらも相談しやすい体制とした。 

【目標２】 

（№72／教育相談事業／教育指導課) 
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・相談者の相談内容によって、女性の相談員が対応するなど､相談しやすい体制を作っている。 

（№77／留守家庭児童対策事業（学童クラブの充実）／子育て支援課） 

・必要に応じて相談者と同性の職員が対応するなど配慮している。 

【目標３】 

（№93／北区教育広報誌「くおん」の発行／教育政策課） 

・女性特有の記事を掲載する時は、女性が主に執筆した。 

（№95／スクールカウンセラー活用事業／教育指導課) 

・カウンセリングの内容によっては、カウンセラーが男性の場合、女性の養護教諭等の協力を得られる 

ように学校内の体制を整えている。 

（№101／図書館における特設コーナーの設置／中央図書館） 

・中央図書館では窓口職員の性別にとらわれず図書の貸し出しがスムーズに行われるよう、自動貸出機 

での利用も実施している。 
 

 

７ 事業の対象となる女性・男性双方にサービスが及んだ。 

【目標１】 

（№5／こころと生き方・DV 相談（女性相談・男性相談）／男女共同参画推進課）  

・男性相談は原則、電話での相談に限定して実施している。 

（№35／健康づくり推進店制度／保健予防課） 

・健康づくり推進店の登録店は、そば、寿司、食堂、弁当等男女共に利用できる店舗であるので、双方 

にサービスは及んでいる。 

【目標２】 
（№41／エイズ・性感染症の予防啓発及び相談・検査体制の実施／保健予防課） 

・男性、女性区別なく受け入れて、両方の参加がある。 

（№57／子ども家庭在宅サービス事業（ショートステイ・トワイライト）／児童虐待対策担当課） 

・保護者が急な病気や出産、仕事（残業・出張等）で一時的に子どもを養育することになった時に子ど 

もを施設にて預かる子育て家庭を支援する事業として発足した。要件を満たす保護者であれば利用で 

きる。 

（№60／ファミリーサポート事業／子育て支援課) 

・サポート会員のレベルアップの講座も、男女共通テーマとした。 

（№72／教育相談事業／教育指導課) 

・勤務時間によって相談出来ない状態を防ぐために、平成２３年度からメール相談及び土曜日相談を実 

施するための、相談体制等準備を整えた。 

（№77／留守家庭児童対策事業（学童クラブの充実）／子育て支援課） 

・パンフレットや北区ニュース等により周知を徹底したことにより、女性・男性双方にサービスが及ん 

だ。 

【目標３】 
（№89／学校・幼稚園の教職員に対する人権研修／教育指導課) 

・研修参加者の性別に偏りが出ないように、具体的な人権課題を取り入れた研修として実施している。 

（№100／家庭教育学級／生涯学習・スポーツ振興課） 

・講座の受講者募集から開催まで、性別を問わず呼びかけ、同様に受け入れをした。 
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８ 事業を評価するために必要な男女別の実績データが存在する。 

★できなかった理由 

【目標２】 
（№72／教育相談事業／教育指導課)   

・相談者を男女別に集計していないため。 

【目標３】 
（№89／学校・幼稚園の教職員に対する人権研修／教育指導課)   

・研修時の参加者の男女別実績は集計していない。 

（№95／スクールカウンセラー活用事業／教育指導課)  

・相談者を男女別に集計していないため。 

（№101／図書館における特設コーナーの設置／中央図書館） 

・貸し出し情報を収集する際の個人情報内に性別のデータがないため。 

 

９ 事業を実施する者が、事業進行中男女共同参画を配慮・推進していた。 

【目標１】 

（№13／児童虐待防止対策の推進／児童虐待対策担当課） 

・東京都北区要保護児童対策地域協議会構成員は、要綱で定められているが、発言等で、偏りなく男女 

ともに意見を取り入れることができた。 

（№24／妊産婦保健相談事業（パパになるための半日コース・ママパパ学級・マタニティクッキング）

／健康いきがい課） 

・男性の育児参加についての理解を深めてもらえるように、体験や意見交換などを行った。 

（№35／健康づくり推進店制度／保健予防課） 

・健康づくり推進店普及サポーターは、平成２２年度末に男性１名、女性１６名であった。男性サポー 

ターが辞めないよう声掛けをしたり、健康づくりの男性グループにも働きかけたが、人数は増えなか 

った。 

（№41／エイズ・性感染症の予防啓発及び相談・検査体制の実施／保健予防課） 

・性感染症では性別による違いを意識して伝えることが多いものの、自分も相手（パートナー）も大切 

にすることを伝えている。 

【目標２】 
（№60／ファミリーサポート事業／子育て支援課) 

・サポート会員の交流会等においても、男性の発言・意見も取り入れた。 

（№77／留守家庭児童対策事業（学童クラブの充実）／子育て支援課） 

・男女共同参画を配慮・推進するため、視点が偏らないように女性職員と男性職員の双方が意見を出し 

合いながら事業を実施した。 

【目標３】 
（№90／固定的役割分担にとらわれない保育活動／保育課) 

・男性・女性とも子育て世帯の保護者にとって有益となるサービスの実現に最大限配慮した。 

（№100／家庭教育学級／生涯学習・スポーツ振興課） 

・親子料理講座等で、保護者の男性と女性が組んだ場合でも、役割を限定しない（女性だからこの仕事、 

男性だからこの仕事、という限定はしない）。 

（№101／図書館における特設コーナーの設置／中央図書館） 

・展示資料の選定にあたり、男女共同の視点に立った内容で図書を揃えるよう配慮した。 



 

 

 

 

第 ３ 章 

 

 

 

平成２２年度北区男女共同参画推進に関する苦情の申出状況 
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平成２２年度男女共同参画推進に関する苦情の申出状況 

 

 区では、北区男女共同参画条例（平成１８年６月制定）に基づき、平成１９

年１月より、男女共同参画推進に関する苦情の申出を受け付けています。 

 

 平成２２年度の苦情等の申出は０件でした。 

 

 

 

 



 

 

参 考 資 料 

 

 

 

・北区男女共同参画審議会による 

平成２２年度アゼリアプラン進捗評価 

 

・平成２３年度における重点取組 

 

・東京都北区男女共同参画条例 
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平成２２年度 

東京都北区アゼリアプラン進捗評価 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２３年１０月 

東京都北区男女共同参画審議会 
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北区男女共同参画審議会による 

平成 22 年度アゼリアプラン進捗評価 
 
 

目標１  人権を尊重し健康な生活を実現する地域社会 

 

男女がともに個人と人格を尊重し、互いの性を理解しあい、生涯にわたり心も体も健康

に過ごせる地域社会をめざします。 

 

 

  

●総合評価 
 

目標に向け進捗しているが、さらなる取り組みが求められる。 
 

あらゆる暴力・暴言の根絶においても、生涯を通じた心と体の健康支援においても、 

相談体制は充実したが、区民への多様な情報提供のあり方が重要となる。 

 

 
 

 

 

 

目標２  仕事と家庭・地域生活を両立できる地域社会 

 

男女がともにライフステージに応じて働き方を選択し、仕事と家庭や地域生活をバラン

ス良く両立できる地域社会をめざします。 

 

 
 
●総合評価 
 

目標に向け進捗しているが、一部にとどまっている。 
 

全体的には、３つの課題「仕事と家庭生活の両立」「子育てや介護を安心して行う 

ための環境整備」「働く場における男女共同参画の推進」にバランスよく取り組む 

努力をしている。 
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目標３  男女があらゆる分野で学び参画する地域社会  

 

男女が自らの意思によって、社会のあらゆる分野で学び参画し、男女共同参画に主体的

に取り組む地域社会を目指します。  

 
 

 
 
●総合評価 
 

    目標に向け進捗しているが、一部にとどまっている。 
 

保育園・学校等への働きかけは進捗したが、地域社会への働きかけはこれからである。 

地域の実態を的確に把握し、各種団体との連携をすすめることが重要である。 

 

 
 
 
 

 

計画を推進するためのしくみ  
 
 
 
 

 
●総合評価  

 
      目標に向け進捗しているが、一部にとどまっている。 

 
区民との協働は、男女共同参画センター事業では推進しているが、地域社会との 

連携はこれからである。 

計画を遂行するのに、区と区民が共に行動し推進する姿勢が大切である。 

計画の進捗状況を把握するのに有効な、新たな評価システムの運用に向けた準備 

を整えた。 

 
 



1

目標１　人権を尊重し健康な生活を実現する地域社会

取り組み 内　容

1
あらゆる暴力・暴言の
根絶

被害者・加害者を生まない
意識づくり

パンフレットや情報誌、パープルリボン運
動を活用した啓発と若年層に対するデート
ＤＶについての意識啓発

2
生涯を通じた心と体の
健康支援

エイズや感染症などの情報
提供

性感染症予防についての教育・相談、検査
の実施、特に思春期の子どもたちへの啓発

目標２　仕事と家庭・地域生活を両立できる地域社会

取り組み 内　容

1 仕事と家庭生活の両立
ワーク・ライフ・バランス
を推進する企業への支援

推進企業の顕彰、区の優遇制度などインセ
ンティブの導入

2
子育てや介護を安心し
て行なうための環境整
備

保育サービスの充実
待機児解消のための公立保育園の定員増や
認証保育所・家庭福祉員の新設によるサー
ビスの充実

3
働く場における男女共
同参画の推進

再就職のための支援 職業経験・年代別による講座開催

目標３　男女があらゆる分野で学び参画する地域社会

取り組み 内　容

1
あらゆる学びの場を通
じた男女共同参画意識
の形成

固定的性別役割分担にとら
われないキャリア教育

固定的役割分担にとらわれない中高生から
のキャリア教育への支援

2
政策・方針決定過程へ
の男女共同参画の推進

審議会等への女性の参画推
進

審議会における女性登用の積極的な働きか
け

3
日常生活における男女
共同参画の推進

男女共同参画を身近に感じ
る広報

男女共同参画の「気づき」のヒントとなる
情報の提供

取り組み 内　容

1 区の推進体制の充実 職員の意識調査の実施
職員の男女共同参画に関する意識調査を実
施し実態を把握

2
区民・関係機関等との
連携

区民との協働事業の推進 多様な主体との連携協働による事業の推進

46

課　　題

平成２３年度における重点取組

課　　題

課　　題

課　　題

計画を推進するためのしくみ
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東京都北区男女共同参画条例 
（平成 18 年 6 月 30 日 条例第 43 号） 

 

日本国憲法は個人の尊重と法の下の平等をうたい、また、

国際連合を中心とした国際社会は、女性に対するあらゆる分

野における差別を撤廃することに積極的に取り組んできた。

さらに、配偶者への暴力をはじめ、暴力は個人の尊厳と人権

を踏みにじるものであり、暴力を生み出す社会の問題として

とらえ、暴力の根絶への取組が始まっている。すべての人が

共にそれぞれの個性と人格を尊重しあい、差別のない社会を

つくること、これは我が国及び国際社会の悲願である。我が

国はそれを二十一世紀の最重要課題と位置付け、男女共同参

画社会基本法を制定した。 

しかし、これは国と国際社会の取組みだけでは実現できな

い。地域社会において、男女が共同して社会に参画し、生活

の中の身近な取組みを積み上げていくことにより、等しくそ

れぞれの個性と人格が尊重される社会が実現される。北区で

は、これまで男女共同参画社会の実現のための取組みを進め

てきたが、いまだ、解決すべき様々な課題がある。 

男女共同参画を推進することにより、すべての個人が等し

く尊重される、豊かで暮らしやすい地域社会を実現すること

を目指して、ここに、この条例を制定する。 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この条例は、男女共同参画社会の実現に関し基本理

念を定め、区、区民及び事業者の責務を明らかにし、男女

共同参画社会の実現に関する施策（以下「男女共同参画施

策」という。）を総合的かつ計画的に推進することにより、

男女が互いにその人権を尊重しつつ責任を分かち合い、そ

の個性と能力を十分に発揮することができる地域社会を実

現することを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一 男女共同参画社会 男女が、社会の対等な構成員として、

自らの意思によって、家庭、地域、学校、職場その他の

社会のあらゆる分野（以下「あらゆる分野」という。）に

参画すること（以下「男女共同参画」という。）の機会が

確保され、もつて男女が均等に政治的、経済的、社会的

及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任

を担うべき社会をいう。 

二 積極的格差是正措置 あらゆる分野における男女間の参

画に関する格差を是正するため、必要な範囲内において

男女のいずれか一方に対して機会を積極的に提供するこ

とをいう。 

三 区民 区内に居住し、又は区内に在勤し、若しくは在学

する個人をいう。 

四 事業者 営利又は非営利にかかわらず、区内で事業活動

を行う個人及び法人その他の団体をいう。 

五 セクシュアル・ハラスメント 性的な言動により、相手

に不快感若しくは不利益を与え、又は相手の生活環境を

害することをいう。 

 

（基本理念） 

第三条 男女共同参画社会を実現するため、次に掲げる事項

を基本理念として定める。 

一 すべての区民はその人権が尊重され、直接であるか間接

であるかを問わず、性別による差別を受けず、個性と能

力を発揮できる機会が確保されること。 

二 性別による固定的な役割分担意識に基づく社会の制度及

び慣行が改善され、すべての区民が多様な生き方を選択

できる社会づくりが推進されること。 

三 すべての区民が社会の対等な構成員として、あらゆる分

野における政策及び方針の立案及び決定に共に参画でき

る機会が確保されること。 

四 学校教育をはじめとするあらゆる教育の場において、男

女共同参画の視点を踏まえた教育が推進されること。 

五 すべての区民が相互の協力及び社会の支援の下に、育児、

介護その他の家庭生活と仕事その他の社会活動との均衡

と調和のとれた生活を営むことができること。 

六 すべての区民が互いの性を理解し、互いにその意思を尊

重し、共に健康な生活を営む権利が保障されること。 

七 男女共同参画の推進は、地域における国際化の進展に配

慮し、国際理解の下に行われること。 

 

（性別による権利侵害の禁止） 

第四条 何人も、あらゆる分野において、直接であるか間接

であるかを問わず、性別による差別的取扱いを行つてはな

らない。 
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２ 何人も、あらゆる分野において、セクシュアル・ハラス

メント及び配偶者への暴力その他の男女間における身体

的又は精神的な苦痛を与える暴力的行為（以下「暴力的

行為」という。）を行つてはならない。 

 

（あらゆる情報の公表への配慮） 

第五条 何人も、あらゆる情報の公表に当たつては、性別に

起因する人権侵害を助長することのないよう、かつ、セク

シュアル・ハラスメント及び暴力的行為を誘発することの

ないよう配慮するものとする。 

 

（区の責務） 

第六条 区は、基本理念に基づき、男女共同参画の推進に関す

る施策（積極的格差是正措置を含む。以下「関連施策」とい

う。）を策定し、総合的かつ計画的に推進するものとする。 

２ 区は、関連施策を実施するために、必要な体制の整備及

び財政上の措置を講ずるものとする。 

３ 区は、関連施策の実施にあたり、区民、事業者並びに国

及び都その他の地方公共団体と積極的に連携及び協力す

るものとする。 

 

（区民の責務） 

第七条 区民は、基本理念に基づき、男女共同参画に関する

理解を深め、あらゆる分野の活動において男女共同参画の

推進に取り組むよう努めるものとする。 

２ 区民は、区及び事業者との連携を図り、男女共同参画を

推進するよう努めるものとする。 

 

（事業者の責務） 

第八条 事業者は、基本理念に基づき、事業活動において男

女共同参画を推進し、男女が育児、介護その他の家庭生活

と仕事その他の社会活動との均衡と調和のとれた生活を営

むことができるよう努めるものとする。 

２ 事業者は、区及び区民との連携を図り、男女共同参画を

推進するよう努めるものとする。 

 

第二章 基本的施策等 

（基本的施策） 

第九条 区は、男女共同参画を推進するため、次の各号に掲

げる施策を行うものとする。 

一 すべての区民が性別による差別を受けることなく、個性

と能力を発揮することが尊重される社会の実現を目的と

した、区民及び事業者への啓発、調査研究、広報活動、

情報提供及び情報収集に関する施策 

二 セクシュアル・ハラスメント及び配偶者等への暴力の防

止並びに被害者の保護及び支援に関する施策 

三 あらゆる分野の活動の意思決定過程への参画に関する格

差が男女間に生ずることのないよう必要な措置を講ずる

ための施策 

四 学校教育をはじめとするあらゆる教育の場において、男

女共同参画の視点を踏まえた学習機会の提供、啓発、研

修その他男女共同参画の推進に資する教育のために必要

な施策 

五 すべての区民が共に育児、介護その他の家庭生活と仕事

その他の社会活動との均衡と調和のとれた生活を営むこ

とを支援する施策 

六 すべての区民が互いの性と人権を尊重し、共に健康な生

活を営むことを支援する施策 

七 前各号に掲げるもののほか、第三条に規定する基本理念

を実現するために必要な施策 

 

（行動計画） 

第十条 区長は、男女共同参画施策の総合的かつ計画的な推

進を図るための行動計画（以下「行動計画」という。）を策

定するものとする。 

２ 区長は、行動計画を策定するに当たつては、あらかじめ

第十三条に規定する東京都北区男女共同参画審議会に諮

問するとともに、区民及び事業者の意見を反映できるよ

う適切な措置を講ずるものとする。 

３ 区長は、行動計画を策定したときは、これを広く区民に

公表するものとする。 

４ 前二項の規定は、行動計画の変更について準用する。 

 

 

（年次報告） 

第十一条 区長は、毎年度、行動計画に基づく施策の実施状

況を明らかにする報告書を作成し、公表するものとする。 

 

（拠点施設） 

第十二条 区長は、第九条に掲げる基本的施策を推進するため

の拠点施設を設置し、区民及び事業者による男女共同参画に

関する活動への支援、相談、情報提供、情報収集その他男女

共同参画施策の推進に関する事業を実施するものとする。 
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第三章 男女共同参画審議会 

（設置） 

第十三条 男女共同参画の推進を図るため、区長の附属機関

として、東京都北区男女共同参画審議会（以下「審議会」

という。）を設置する。 

２ 審議会は、次の各号に掲げる事項を所掌する。 

一 区長の諮問に応じて、第十条第二項及び第四項の規定によ

り行動計画の策定及び変更について調査審議し、答申する

こと。 

二 行動計画の推進及び進捗状況その他男女共同参画推進に

関する事項について調査研究を行い、区長に意見を述べ

ること。 

三 第十五条第四項により、同条に規定する東京都北区男女

共同参画苦情解決委員会から意見を求められたときに、

意見を表明すること。 

四 その他男女共同参画推進に関し区長が必要と認めること。 

３ 審議会の委員は、二十人以内とし、男女共同参画の推進

に理解と識見を有するもののうちから区長が委嘱又は任

命する。 

４ 審議会の委員の任期は二年とし、再任を妨げない。ただ

し、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関

し必要な事項は、東京都北区規則（以下「規則」という。）

で定める。 

 

第四章 苦情への対応 

（苦情の申出と処理） 

第十四条 区民及び事業者は、区長に対し次の各号に掲げる

事項に関し苦情の申出をすることができる。 

一 区が実施する男女共同参画施策及び男女共同参画の推進

に影響を及ぼすと認められる施策に関する事項 

二 前号に規定するもの以外の性別による差別等男女共同参

画の推進を阻害すると認められる事項 

２ 区長は、前項に規定する苦情の申出（以下「苦情の申出」

という。）に対し、男女共同参画に資するように適切に対

応し、処理するものとする。 

３ 第一項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる事項につ

いては苦情の申出をすることができない。 

一 裁判所において係争中の事項又は判決等のあった事項 

二 法令の規定により、不服申立てを行っている事項又は不

服申立てに対する裁決若しくは決定のあった事項 

三 区議会で審議中又は審議が終了した事項 

四 前項の規定による苦情の申出に対し行われた処理に関す

る事項 

 

（男女共同参画苦情解決委員会の設置） 

第十五条 区長は、苦情の申出を適切かつ迅速に処理するた

め、区長の附属機関として、東京都北区男女共同参画苦情

解決委員会（以下「苦情解決委員会」という。）を設置する。 

２ 区長は、苦情の申出がなされたときは、速やかに苦情解

決委員会に諮問しなければならない。 

３ 苦情解決委員会は、区長から苦情の申出について諮問が

あった場合は、苦情の申出に係る必要な調査を行い、必

要な措置について区長に答申するものとする。 

４ 苦情解決委員会は、区長から苦情の申出について諮問が

あった場合において、必要と認めるときは審議会に意見

を求めることができる。 

５ 苦情解決委員会の委員は、三人以内とし、男女共同参画

の推進に深い理解と識見を有する者のうちから、区長が

委嘱する。 

６ 苦情解決委員会の委員の任期は、二年とし、再任を妨げ

ない。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

７ 前各項に定めるもののほか、苦情解決委員会の組織及び

運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

第五章 雑則 

（委任） 

第十六条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成十八年七月一日から施行する。ただし、

第十条第二項（審議会に係る部分に限る。）、第三章（第

十三条第二項第三号の規定は除く。）及び付則第三項（苦

情解決委員会に係る部分を除く。）の規定は、平成十八年

十月一日から、第十三条第二項第三号、第四章及び付則

第三項（苦情解決委員会に係る部分に限る。）の規定は、

平成十九年一月一日から施行する。 

 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、現に策定されている東京都北区ア

ゼリアプランは、第十条第一項の規定により策定された

行動計画とみなす。
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